
教育未来委員会（所管事務調査）

教職員の働き方と学校運営の在り方について

令和８年９月１１日 

教育委員会事務局



1

１ 教職員を取り巻く現状
２ 人事考課のしくみ・給与のしくみ
３ 学校における働き方改革プラン
・時間外在校等時間の推移
・プランの目標

・これまでの主な取組み

専門スタッフ等の配置状況、専門スタッフの活用事例(不登校児童生徒の支援・

いじめの対応)、学校における取組みの集計結果

・ストレスチェックの結果（総合健康リスク）

・教職員向けアンケート

４ 現プラン計画期間における主な取組み
５ 今後の対応方針
６ 参考資料（他の自治体の取組事例）
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１ 教職員を取り巻く現状
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小学校 中学校

学校数 学級数 児童数 学校数 学級数 生徒数

R1 111 1,799 47,435 55 760 23,090

R2 110 1,781 46,722 55 754 22,844 

R3 108 1,765 45,943 54 762 22,989 

R4 108 1,763 45,619 54 756 22,638 

R5 107 1,752 45,588 54 752 22,763

R6 107 1,760 44,203 54 748 22,054

R7 １０７ 1,7５６ 4３,２９６ ５４ ７４９ 2１,９３７

R8 １０８ 1,7３１ 4２,３５２ ５４ ７６３ 2１,７１９

学校数と児童生徒数の推移

小学校 中学校

R1 2,687 1,530

R2 2,706 1,507

R３ 2,690 1,504

R４ 2,717 1,501

R５ 2,719 1,514

R６ 2,770 1,513

R７ 2750 1528

R８ 2753 1575

教員定数の推移
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１か月以上の

病 気 休 暇

取 得 者 数

R1 ５２人

R2 ５８人

R３ ５９人

R４ ６２人

R５ ６７人

R６ ５３人
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２ 人事考課のしくみ・給与のしくみ
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〇人事考課制度
職員一人一人の「日常における職務行動」を「具体的に観察把握」して、職務
の遂行度や努力度さらに能力の保有度を「分析的に評価」し、人事管理に役立て
る仕組みのこと。

〇目的
考課の過程で得た情報を元に、指導や自己啓発などの『人材育成』、職務分担
や配置・異動などの『人材活用』、賞与や昇給、昇格への『公正な処遇』を行う。

◆職員一人一人の能力の開発・活用
◆組織の活性化、学校運営の効率化 人材育成

〈人事考課のしくみ〉



人事考課制度

人事考課 目標申告

人事考課表 目標申告シート（管理職）
マイチャレンジシート（非管理職）

面接

目標面接
中間面接
育成面接
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育成記録書や面接メモ等を参考資料として、人事考課表の行動例評価に「５～１」
の５段階で評価（絶対評価）

－考課者（一次評価者）－

－調整者（二次評価者）－

考課者から提出された考課表の記載内容を確認
必要に応じて「育成記録書」をもとに事実を確認
被考課者は、職名（主幹教諭・教諭は学校）ごとにグループ分けされ、調整者は、

相対評価によりグループ内の調整を行い、調整結果※が昇給号給に反映される。

※管理職（定年前職員）の場合
調整結果「５（極めて良好）」の分布率は１０％、「４（特に良好）」の分布率は３０％



年度末に考課結果を開示

育成記録書

目標申告面 接

週 案

日常の観察

人事考課の視点
①成績考課（「職務の成果」）
②能力考課（「職務遂行」など）
③行動考課（「能力開発」など）

考課基準に沿って自己評価

管理職による考課
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５段階
で評価

「★着眼点」 及び 「◎望ましい行動例」で構成
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人事考課者研修について

月 日 対象者 内 容 形 式

第1回 ４月28日（火）
校長AM
教頭PM

人事考課概要・技能労務職員の人
事考課、グループ情報交換

千葉市教育会館
参集研修

第２回 ７月17日（金）～
新任校長
新任教頭

栄養・養護・事務、調理員・用務員
の人事考課の留意点

C-Learning
オンデマンド研修

第３回 11月４日（水）～
校長
教頭

目標申告シート、人事考課表等の
提出方法、期日について

C-Learning
オンデマンド研修

被考課者研修について
研 修 名 対象者 内 容 形 式

新任教務主任研修 新任教務主任 教育法規と人事考課 オンライン

２０年経験者研修 教諭 人事考課の概要 市教育センター 参集研修

中堅教諭資等質向上研修 教諭 教職員のモラル 人事考課 オンライン

５年経験者研修 教諭 人事考課の概要 オンライン



給料月額
（給料表の額）

教職調整額※
（給料月額の５％）

教員の毎月の給与は、

その他に、地域手当や扶養手当、通勤手当等を支給

〈給与のしくみ〉
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教員の職務は自発性・創造性に期待する面が大きく、夏休みのように長期の学校休業期

間があること等を考慮すると、その勤務の全てにわたって、一般の公務員と同様に、勤務

時間の長短によって機械的に評価することは必ずしも適当ではなく、とりわけ時間外勤

務手当制度は教員にはなじまない。そのような教員の職務と勤務態様の特殊性を踏まえ、

教員については、勤務時間の内外を問わず包括的に評価した処遇として、次ページのよう

に規定されている。

〈教職調整額〉
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教員の処遇改善として、令和８年１月１日から、毎年１％ずつ引き上げることとさ
れており、最終的に令和１３年に１０％となる予定

〇教育職には、時間外勤務手当を支給しない。

〇時間外勤務手当の代わりに、教職調整額として、給料月額の５％を一律に支給

〇時間外勤務を命じることができるのは、公立の義務教育諸学校等の教育職員の

給与等に関する特別措置法（給特法）が例外的に超過勤務を認めている超勤4項

目（「校外学習その他生徒の実習に関する業務」、「修学旅行その他学校の行事に

関する業務」、「職員会議に関する業務」、「非常災害の場合、児童又は生徒の指導

に関し緊急の措置を必要とする場合その他やむを得ない場合に必要な業務」）に

限定し、教員に過度の負担がかからないよう、適正な勤務条件を確保
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３ 学校における働き方改革プラン
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・時間外在校等時間の推移

本市では、学校において教職員一人一人が心身の健康を保持し、いきいきと教育活動が行えるよう、教

職員の時間外在校等時間の縮減を目標とする「学校における働き方改革プラン」を平成３１年１月に策定

し、取組みを進めている。

「超勤4項目」以外の業務を行う時間を含め、教員が学校教育活動に関する業務を行っている時間とし

て外形的に把握できる時間を「在校等時間」とし、勤務時間管理の対象とする。

本市においても、教育委員会規則により、令和2年4月に在校等時間の上限を「1か月45時間、1年間

360時間」と定めている。

なお、これまで超過勤務を示す「在校等時間」としてきたものは、実際には【在校している時間】から【勤

務時間（7時間45分）】を減じたものであるため、「時間外在校等時間」と表現

〈参考〉時間外在校等時間の上限について

本市では、令和2年3月に、公立学校の教育職員の時間外在校等時間の上限に関する方針等の作成を

行い、時間外在校等時間の上限を１か月45時間、1年間360時間以内、児童生徒等に係る通常予見で

きない突発的な業務等特別な事情が生じた場合の上限時間を設定している。



校長・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６５人

副校長・教頭・・・・・・・・・・・・・・・・179人

主幹教諭・教諭・講師・・・・・・・3,968人

実習助手・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8人

養護教諭・・・・・・・・・・・・・・・・・・・196人

栄養教諭・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・46人

栄養職員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・82人

事務職員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・212人

用務員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・305人
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時間外在校等時間の職種別対象者数
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全校種 小 中 中等 高 特

令和元年度 49 42 60 46 30

令和２年度 45 43 49 36 29

令和３年度 44 43 49 39 30

令和４年度 41 38 47 39 27

令和５年度 37 35 43 36 25

令和６年度 37 35 42 36 25

令和７年度 35 33 41 31 34 25

※令和４年度にプランを改編し、調査対象を変更
→全教職員
※中等教育学校（前期）は令和６年度までは中学校に含む
→令和７年度からは単独で表示

１か月あたりの平均時間外在校等時間（校種別） （時間）
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〈学校における働き方改革プランの目標達成度〉

「すべての学校で時間外在校等時間の月平均が４５時間を超えないようにする。」

全校種 小学校 中学校 中等 高等学校 特別支援

令和３年度 71.9 81.5 50 100 100

令和４年度 76.8 91.7 45.5 100 100

令和５年度 83.1 93.5 61.1 100 100

令和６年度 86.3 94.4 69.6 100 100

令和７年度 90.9 98.1 77.3 100 100 100

時間外在校等時間の平均が１か月４５時間を超えない学校の割合 （％）
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時間外在校等時間が月平均８０時間を超える教職員の割合を、

毎年度１ポイントずつ低減する。⇒将来的には０へ

全校種 小学校 中学校 中等 高等学校 特別支援

令和３年度 4.7 1.5 8.7 5.1 0

令和４年度 3.3 1.3 7.3 3.2 0.5

令和５年度 3 1.2 7 5 0.5

令和６年度 2.8 1.2 5.8 4.3 0.9

令和７年度 2.0 1.2 3.8 1.1 1.2 0.5

時間外在校等時間が１か月８０時間超の教職員の割合 （％）

※令和３年度までは「教員」対象
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令和９年度までの数値目標

①月平均45時間を超えない学校の割合

毎年度４ポイント増加⇒将来的にはすべての学校で、時間外在校等

時間の月平均が45時間を超えない。

②時間外在校等時間が月平均８０時間を超えている教職員の割合

毎年度１ポイントずつ低減⇒将来的には０に

③教職員のストレスチェックによる総合健康リスク

全国平均より良好な状況を維持⇒低い数値を維持

・プランの目標
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－プランの目標－

「教職員の一人一人の心身の健康保持を実現し、いきいきと教育活動が行えるようにする」

５つの柱（実行プログラム）

〈業務の精査〉
◎ICTや専門スタッフの活用等による
業務の効率化
・校務における生成AIの利活用
・授業支援ソフトの活用促進
・ペーパーレス化の促進

◎業務の精選
・定期試験採点時間の確保

〈外部人材の活用〉
◎配置の最適化・専門スタッフ等の配置
・小学校専科非常勤講師
・中学校免許外解消のための講師
・スクール・サポート・スタッフ（全校配置）
・教頭マネジメント・サポーター（６人へ増員）

◎正休補の配置
教諭6人、養護教諭、学校事務、学校栄養を

1人ずつ）
◎学校支援地域本部事業拡充（111校）
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〈負担軽減・業務の効率化〉
◎学校行事等の精選や見直し
・発表会の運営等簡略化
・ともしび・本だなの取組改善
・陸上大会・球技大会の更なる取組改善

◎部活動の負担軽減と地域展開の推進
・休日部活動の完全地域展開への取組
・部活動指導員・民間指導者の配置（合
計120人配置）

◎水泳指導の民間委託（16校）

〈働く環境の改善〉
◎メンタルヘルス対策の促進
・メンタルヘルス研修、ストレスチェック継続
・保健師による復職支援、新規採用教職員へ
の保健師面談、
・復職支援マニュアル配布、ラインケア研修

◎休暇・休業の取得促進
◎出退勤管理システムを活用した時間外在校
等時間の正確な把握
◎教員採用プロモーション事業

〈意識改善〉
◎保護者や地域への啓発、働き方改革好事例の発信等
・ホームページ、働き方改革通信で、働き方改革の取組を周知

◎長時間労働の是正（令和7年度の教職員の時間外在校等時間：平均３５時間）
・目標申告制度による教職員の目標設定、管理職の助言による長時間労働是正



〈専門スタッフ等の配置状況〉 R8：１，０９０人 （R7:1,066人） 【R8.5.1現在】
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・これまでの主な取組み

スクールサポートスタッフ
（教員業務支援員） 170

学校運営充実のための講師 101

免許外教科担任の解消のための講師 37

専科指導のための非常勤講師(音楽除く） 108

教頭マネジメント支援員 6

後補充・初任者指導 51

教育職員課

外国語指導助手（ＡＬＴ） 72

図書館指導員（小・中） 109

理数サポーター 60

理科教育サポーター 20

音楽教育充実のための非常勤講師 24

日本語指導通級教室講師 5

外国人児童生徒指導協力員 18

教育指導課

スクールカウンセラー 89

スクールソーシャルワーカー 14

ステップルームティーチャー 14
スクールメディカルサポーター
（スクールメディカルアドバイザー） 22

介助員（バス） 3

教育支援課

部活動指導員 31

民間指導者 42

保健体育課

家庭訪問カウンセラー 10

教育センター

特別支援教育エリアコーディネーター支援講師 2

学校訪問相談員 5

特別支援教育指導員 50

介助員・介助員サポーター 26

理学療法士 1

養護教育センター

（単位:人）



（専門スタッフの活用事例） 不登校児童生徒の支援 ～令和４年度生徒指導調査研究委員会報告書より～

①寄り添う・②見立てる
※校内支援会議・ケース会議等の実施

「支援者（教師）」の 寄り添う気持ちと不登校に対する正しい知識と理解

が大切。不登校になる原因は多岐に渡り、一人一人の原因に寄り添いながら対

応することが求められる。担任 1 人で抱え込まず、「チーム学校」として担任、

学年職員、養護教諭、特別支援コーディネーター、スクールカウンセラー など

を交えて学校全体で情報を共有しながら検討し、児童生徒の 実態 を正確に見

立てることが、適切な支援につながる。

③目標と支援計画・④支援する
※保護者との連携、ステップルーム等校内における支援及びライト

ポート等校外の関係機関との連携による支援

見立てたことを基にして、本人、保護者の思い を受け止めながら目標を立て、

効果的な支援計画 を組織で考え、実際に支援 をしていく。支援は、継続して行

うことで、定着し、効果的なものとなる。そのためにも、不登校児童生徒にとっ

て、 無理なく安心できるよう配慮 し、家庭と連携を図り、本人の様子を確認し

ながら取り組んでいく。

⑤振り返る
支援を行ったら振り返り、不登校児童生徒の 不登校の要因や目標、それを

達成するための目標や支援方法 など、適切だったかを確認する。また、②【見

立てる】に立ち返り、さらなる目標の設定、支援の方法を検討するなど、繰り返

して支援を行っていく。

提言「小さな成長の1歩を踏み出すための支援」

「小さな成長の１歩」とは、「今の現状から少しだけ、社会的
自立に向けて、前に足を踏み出すこと」と定義

23



（専門スタッフの活用事例） いじめの対応 ～千葉市教育委員会いじめ対応マニュアルより～

①迅速、かつ組織的に対応
・いじめの疑いや訴え、いじめを発見したら、担任一人で抱え込む

ことなく、初期段階からいじめ問題対策委員会を中核に組織的に取

り組む。

・初期対応が肝心であり、即日、すばやく適切に対応する。

②情報収集と事実確認
・多方面から情報収集し、事実確認を的確に行いながら、いじめ

 の全体像を把握した上で、事実に基づく具体的な対応方針を決定す

る。

③解決に向けた支援と指導
・いじめを受けた子供には、丁寧に話を聴きとり、「最後まで絶

   対に守る」という姿勢で支援する。

・いじめを行っている子供や観衆に対しては、背景を十分に理解

 し、適切な指導や支援を行う。

・周囲の子供には、いじめの傍観者にならないように指導する。

④経過観察と再発防止
・解決したと即断せず、継続的に経過観察を行い、再発防止に努

める。

・保護者には事実を伝え、指導方針と具体策を提示して再発防止

への協力を要請する。 24



25

〈学校における取組みの集計結果〉

〈全体で多かった取組項目〉

１ 会議・打ち合わせ等のペーパーレス 156校

２ スクール・サポート・スタッフの活用促進 152校

３ 長時間労働の是正 135校

４ 校務のマニュアル化 89校

５ 時間外の自動応答 70校

令和８年度における主要施策として自校の目標を設定した取組内容
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全国平均よりも良好な状況を維持（全国平均１００）

小学校 中学校 高等学校 特別支援

令和３年度 85 85 96 90

令和４年度 84 88 91 92

令和５年度 82 89 103 85

令和６年度 80 86 98 80

令和７年度 80 84 92 83

・ストレスチェックの結果（総合健康リスク）
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〈実施概要〉

■ 調査名称：学校における働き方改革に関するアンケート調査

■ 調査期間：令和７年６月24日（火）から令和７年７月25日（金）まで

■ 調査対象：全市立学校の教職員 4,852人 ※令和7年７月１日時点

■ 回答者数：2,584人（53.3％）

■ 実施方法：ＷＥＢ調査

（千葉市電子申請サービス上のアンケート回答フォームによる）

■ 備 考：匿名かつ任意回答による調査

・教職員向けアンケート



〈回答結果概要〉

全体の８７％（令和６年度：8６％）が仕事にやりがいを「とても感じている」もしくは「感じて

いる」「やや感じている」と回答している。

仕事のやりがい

とても感じている

20%

感じている

46%

やや感じている

21%

どちらともいえない

8%

あまり感じていない

5%

令和７年度第２回チーム学校推進委員会資料より

28



ひと月あたりの超過勤務が「80時間超」と回答した割合は約１割(1２％)に減少（令和７年4月～6月
対象、令和6年：１６％）したものの、超過時間が「増えた」又は「変わらない」と回答した割合が合わせて
約7割（74％）（令和６年度：73%）

減った

19%

変わらない

47%

増えた

27%

わからない

2%

昨年度は勤務していない

5%

超過勤務時間

29

0 200 400 600 800 1000

20時間未満

20時間超～45時間以下

45時間超～60時間以下

60時間超～80時間以下

80時間超

ひと月あたりの超過勤務
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「見直しが必要」だと感じている割合が多かった項目

➀「業務・行事の見直し」 96％

➁「ICTの活用」 90％

③「庶務事務システム導入」 89％

④「変形労働時間制の導入」 87％

⑤「部活動の地域展開」 77％

※現プランにおける「業務・行事の見直し」の考え方

ICTや専門スタッフ等を活用して業務の効率化を強力に進めるとともに、学校行事につい

ては、コロナ禍を契機とした新たな取組みも踏襲するなどして、教職員の時間外在校等時間が

月に45時間を超えない範囲で実施可能なものとなるよう見直しを行っていく。



とても必要

37%

必要

53%

あまり必要とは思わない

9%

必要ではない

1%

ICTの活用による業務の効率化

とても必要

45%
必要

44%

あまり必要とは思わない

10%

必要ではない

1%

庶務事務システムの導入による業務の効率化

とても必要

42%

必要

35%

あまり必要とは思わない

17%

必要ではない

6%

部活動の地域展開

とても必要

57%

必要

39%

あまり必要とは思わない

4%

必要ではない

0%

学校における業務・行事の見直し

すぐにでも実施すべき

33%

在校時間の削減が図られてから実施を

検討すべき

54%

実施には賛成できない

13%

変形労働時間制の導入

（５） 教職員向けアンケートについて

見直しが必要だと感じる業務等
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446

538

540
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745

751

813

1128

0 200 400 600 800 1000 1200

卒業生を送る会・新入生を迎える会

入学式・卒業式等儀式的行事

各種交流会

席書会・書初め展

運動会・体育祭

宿泊行事

（小）音楽発表会

絵をかく会

総合展

（小）陸上大会

（小）表現運動発表会

（小）球技大会

ともしび・本だな

見直しを進めてほしい行事≪小学校≫
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（人）
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69

109

112

118

123

135

147

180

208

254

281

0 50 100 150 200 250 300

席書会・書初め展

絵をかく会

各種交流会

（中）合唱コンクール

（中）英語スピーチコンテスト

総合展

入学式・卒業式等儀式的行事

ともしび・本だな

卒業生を送る会・新入生を迎える会

運動会・体育祭

（中）総体（駅伝・ダンス含む）、各種コンクール

宿泊行事

見直しを進めてほしい行事≪中学校≫
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中学校・高等学校では、部活動の顧問について「どちらかと言えば引き受けたくない」「引き受けたくない」

と回答した職員が60%（令和6年度：54％）となっている。

ぜひ引き受けたい

11%

どちらかといえば

引き受けたい

17%

どちらかといえば

引き受けたくない

28%

引き受けたくない

32%

現在、引き受けていない

12%

部活動の指導をすることについて
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負担軽減につながった取組み
全体 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

スクール・サポート・スタッフ（教員業務支援員）の配置 1587 1081 466 4 36

すぐーるの導入 1392 945 424 7 16

行事の見直し 1091 784 271 3 33

自動応答電話の設置 923 678 222 4 19

（小学校）専科教員・専科指導のための非常勤講師の配置 690 681 7 0 2

ギガタブ、CABINET等のICT環境整備 444 285 138 1 20

学校閉庁日の拡充（有給休暇の取得促進） 435 269 146 4 16

（小学校）水泳指導の民間スイミングスクールへの委託 359 349 9 0 1

部活動ガイドラインの設定 341 26 311 3 1

スクールカウンセラーとの連携 126 63 55 4 4

部活動指導員の配置 111 3 106 0 2

スクールソーシャルワーカーとの連携 60 24 29 1 6

スクールロイヤーによる学校サポート 38 21 17 0 0

地域人材を活用した業務支援 25 16 7 0 2

35
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118

165
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262

490

544

1044

1425
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提出物のチェックや採点

生徒指導
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清掃指導
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休み時間等の見守り

教育相談
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教室や特別教室等の清掃や整理整頓

掲示物等の環境整備

学習指導

授業の準備

配付物仕分け

印刷や製本

専門スタッフ配置により負担が軽減した業務
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理数サポーター、理科サポーター

スクール・サポート・スタッフ（教員業務支援員）

専科非常勤講師（家庭科、図工、体育、外国語）

専門スタッフの希望（小学校）

14

31
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0 200 400 600

介助員

メディカルサポーター

特別支援教育指導員

学校運営充実のための講師

図書館指導員

免外解消のための講師

部活動指導員

ステップルームティーチャー

スクール・サポート・スタッフ（教員業務支援員）

専門スタッフの希望（中学・中等教育学校）

小学校、中学・中等教育学校ともに、スクール・サポート・スタッフ（教員業務支援員）の配置希望の数値が高い。
小学校では専科非常勤講師、中学校ではステップルームティーチャーが強く求められている。
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配置を希望する専門スタッフ （人）



「学校における働き方改革の取組により、児童生徒と向き合う時間が確保できたか」という質問に対し、小

学校56％(44％)、中学校47%(37％)、高校・特支46％(41％)の職員が「十分確保できた」「できた」と回

答している。 ※（ ）内は令和６年度

十分確保で

きた

4%

確保できた

52%

あまり確保できていない

38%

確保できて

いない

6%

小学校
十分確保

できた

3%

確保できた

44%
あまり確保できていない

42%

確保できて

いない

11%

中学校
十分確保

できた

4%

確保できた

42%
あまり確保できていない

38%

確保できて

いない

16%

高校・特支

児童生徒と向き合う時間の確保

38



39

４ 現プラン計画期間における主な取組み
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３ 現プラン計画期間における主な取組

〈現プラン計画期間における主な取組み〉

・地域人材活用による教職員の業務支援・年度始め休業日等

学校支援地域本部の設置を引き続き、計画的に推進

・ペーパーレス化の促進、校務への生成ＡＩの利活用等

教科等主任研修会等において、資料の電子化・電子運用

・週案電子化・発表会のオンライン開催等

学校により電子と紙の選択が可能

・部活動指導員等の派遣

平日の活動中心のため、大学生を対象として人材確保

・庶務事務、教職員のメンタルヘルス対策の促進等

令和１２年度からの導入に向け、関係部門と連携して推進
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３ 現プラン計画期間における主な取組

・働き方改革の取組み好事例の紹介

働き方改革通信の作成等に協力

・校務における生成AIの利活用

授業での利活用を見据え、教職員向けの専門研修を実施

・特別支援教育専門スタッフの配置と指導・支援の充実

介助員を配置する児童生徒の校外学習・宿泊学習に同行

・管理職の助言・指導による長時間労働の是正

人事考課者研修会等における周知・呼びかけ
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５ 今後の対応方針
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令和７年６月に成立した改正給特法（公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関す

る特別措置法）に伴い、新たに「業務量管理・健康確保措置実施計画」の策定等が義務づけら

れた。数値目標について、本市のプランでは「教職員の時間外在校等時間が１か月45時間を

超えない」ことを最終目標としており、国の計画における数値目標を設定していることから、

本市のプランを国の計画として位置付ける。

なお、改正給特法の附則や国会の附帯決議では、教員の時間外勤務を令和11年度までに月

平均30時間程度に削減する目標が明記されたが、目標年度については、本市の次期プラン策

定において検討することとする。

〈参考〉国の計画と本市のプランの関係について

両者は時間外在校等時間の縮減対象を異にしているが、国の目標を見据えた数値目標を一
つ以上設定していれば、本市のプランを国の計画に位置付けることができる。

〔国計画対象〕“教育職員”（校長、副校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、講師、実習助手等）

〔市プラン対象〕“教職員”（国の「教育職員」に加えて学校栄養職員、学校事務職員、技能員）
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４ 主な課題と今後の対応方針

〈時間外在校等時間の削減に向けた取組み〉

 「働き方改革推進会議」や「チーム学校推進委員会」の開催等により、教育委員会全

体で取り組んでいくための周知啓発に引き続き努めていく。

併せて、各学校にアンケートを実施し、取組みの効果検証や課題把握を行っていく。

なお、国の計画の前提となる「学校と教師の業務の３分類」では、「必ずしも教師が担

う必要のない業務」や「教師の業務だが負担軽減が可能な業務」の一部を「事務職員

等を中心に実施」としており、事務職員等の負担増を念頭に置いていることについて、

他政令市等の動向も参考に対応を検討していく。



〈第３次学校教育推進計画における施策の方針と成果指標〉
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〇施策の方針

教員の採用倍率の低下傾向が続いており、意欲と資質のある教員の確保に支障が生じる懸

念がある。働き方改革の推進により教職員が真に必要な業務に専念することができる環境を

構築することで、教職員一人一人の心身の健康保持を実現し、いきいきと教育活動が行える

ようにする。

成果指標 現状値（R3） 中間目標（R9）

勤務時間を除く在校等の時間が月平均４５時間を超え

ない教職員の割合
５２％ １００％

働き方改革の取組みの効果について、「効果があった」

又は「一定の効果があった」と回答した教職員の割合
４４％ ９０％



本市のプランの目標と実績の推移

成果指標 R5 R6 R7 R8 R9

勤務時間を除く在校等の時間が月
平均45時間を超えない学校の割合

目標
70％

目標
74％

目標
78％

目標
82％

目標
86％

実績
83％

実績
86%

実績
91%

- -
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学校における働き方改革プランの目標と主要施策について

令和６年度までの目標

すべての学校で時間外在校等時間の月平均が45時間を超えないことを目指していく。

令和９年度までの目標

※国は令和11年度までに時間外在校等時間の月平均を30時間程度とすることを目標とする方向

47
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教師の「働きやすさ」と「働きがい」実現プラン【概要】
（令和７年１月２４日質の高い教師の確保特別部会）
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６ 参考資料（他の自治体の取組事例）
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